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テクニカルノート

集団AHPにおける一対比較行列推定法の提案

坂巻 英一1,a)

受付日 2013年9月22日,採録日 2013年11月1日

概要：AHP（階層分析法）は人間の意思決定プロセスをモデル化する手法として 1980年代以降，さかん
に研究が行われてきた．ところが，先行研究を概観すると，多くの研究が個人の意思決定プロセスを対象
としており，集団における意思決定に AHPを利用した研究はこれまでのところあまり行われていないの
が現状である．一方，数少ない集団 AHP に関する先行研究の 1 つに，最適化問題に帰着させることで，
集団における意思決定をモデル化した研究がある．本稿では先行研究において報告されている最適化問題
を利用した集団 AHPモデル構築法の問題点について検討するとともに，先行研究モデルの改善提案を行
うことを目的とする．あわせて，提案モデルを実データに適用することにより提案モデルの妥当性につい
て検証する．
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A Proposal of How to Estimate Pairwise Matrix of Group AHP
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Abstract: AHP (Analytical Hierarchy Process) is studied as one of the most popular methods to model
decision making process since 1980s. But most of the previous studies are focused on individual decision
making and there are few studies focused on group decision making process. In this study, we review previous
studies of AHP focused on group decision making and discuss about issues of them. Additionally, we propose
how to improve algorithm of these model. We also apply our proposal to the development of product design
in restoration business and confirm effectiveness of our proposal.

Keywords: AHP, group decision making, earthquake disaster reconstruction, product development, package
design

1. はじめに

人間の意思決定プロセスのモデル化において，どの評価

基準をどれだけ重視するか，を一対比較法と呼ばれる心理

学的測定法を用いて算出し，意思決定者の意思決定プロ

セスをモデル化するAHP（Analytical Hierarchy Process，

階層分析法）と呼ばれるモデルに関する研究が 1980年代

以降さかんに行われており，現在，商品開発，都市開発か

ら企業における人事評価に至るまで，様々な場面で利用さ

れている [1], [2], [3]．
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一方，先行研究を概観すると，AHPは個人の意思決定プ

ロセスをモデル化する場面ではさかんに研究されている反

面，集団における意思決定プロセスのモデル化に関しては

Saaty [4]の研究等が存在するものの，これまでのところ，

ほとんど行われていないのが現状である．こうした中，集

団 AHPに関する数少ない研究の 1つとして，一対比較行

列の評価値がとりうる値の上限値と下限値を区間設定し，

最適化問題に帰着させたうえで評価値の最適解を推定する

方法が 90年代の後半に杉山らによって提案されたことが

ある [5]．さらに，2000年代に入ると杉山らのモデルに不

満関数と呼ばれる関数を組み込むことで評価値の推定精度

を向上させる取り組みが山田らや八巻らによって行われる

ようになった [6], [7]．その後，杉山らが提案する方法に関
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して，モデルの改良等，目新しい研究は行われていないの

が現状である．

本研究では杉山らの研究を基礎とし，集団 AHPを最適

化問題に帰着させる方法で解く際に生じるいくつかの問題

点について考察するとともに，これらの問題点を改善する

ためのアルゴリズムを提案することを目的とする．

2. 先行研究の紹介

まず，AHPの概要について説明する．今，選択肢 nに

対する i番目の属性の評価値を zinと書く．このとき，i番

目の属性の視点から見た基準となる選択肢 nに対する評価

対象となる選択肢 mの満足度を，意思決定者に一対比較

の形で評価してもらう．これを行列形式にまとめたものが

式 (1)である．以後，意思決定者 kが i番目の属性の視点

から選択肢に対する一対比較を行うことで得られるデータ

を行列形式にまとめたものを一対比較行列と呼びAik と書

くことにする．

基準となる選択肢

評
価
対
象
と
な
る
選
択
肢

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

zi1

zi1
,
zi1

zi2
, · · · , zi1

zin
, · · · , zi1

ziN
...
zim

zi1
,
zim

zi2
, · · · , zim

zin
, · · · , zim

ziN
...
ziN

zi1
,
ziN

zi2
, · · · , ziN

zin
, · · · , ziN

ziN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

=

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

ai11, ai12, · · · , ai1n, · · · , ai1N

...

aim1, aim2, · · · , aimn, · · · , aimN

...

aiN1, aiN2, · · · , aiNn, · · · , aiNN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

= Aik (1)

ここで，一対比較行列に対し，行列の右側から選択肢

nに対する i番目の属性についての部分効用 zin を掛けて

みる．
⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

zi1

zi1
,
zi1

zi2
, · · · , zi1

zin
, · · · , zi1

ziN
...
zin

zi1
,
zin

zi2
, · · · , zin

zin
, · · · , zin

ziN
...
ziN

zi1
,
ziN

zi2
, · · · , ziN

zin
, · · · , ziN

ziN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

zi1

...

zin

...

ziN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

= N

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

zi1

...

zin

...

ziN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(2)

すると，一対比較行列における行列の分母がすべて消え

てなくなり，計算した結果は部分効用 zin のベクトルに選

択肢の数 N を掛け合わせたものに等しくなる．このこと

から，選択肢の数N が一対比較行列の固有値，選択肢に対

する部分効用が一対比較行列の固有ベクトルと一致するこ

とが分かる．つまり，一対比較行列を作成したうえで，固

有値，固有ベクトルを計算することにより，特定の属性の

視点から見た選択肢に対する意思決定者の部分効用を計算

することが可能になるのである．

この方法で，すべての属性の視点から選択肢の組合せを

評価してもらい，意思決定者に一対比較行列を作成させた

うえで，選択肢に対する部分効用を計算する．そして，部

分効用に重みを掛けたうえで，選択肢に対する全体効用を

計算する．

ここで一対比較行列の対角線にはすべて 1が入る．これ

は，基準となる選択肢と同一の選択肢を評価対象の選択肢

として比較しても，まったく同じ評価値になるはずだから

である．作成された一対比較行列が，意思決定者の意思決

定プロセスを正しく反映しているのであれば，属性 iの視

点から評価された一対比較行列Ai において

aimn =
1

ainm
(3)

が成り立つ．また，このとき，任意の選択肢m，nに対し，

aimn =
zim

zin
(4)

も同時に成り立つはずである．今，一対比較行列の評価値

が式 (4)を満たすとき，一対比較行列の最大固有値を λmax

と書くならば，式 (2)から λmax = N となることが分かる．

また，フロベニウスの定理から，λmax � N がつねに成り

立つことが知られており，一対比較行列が意思決定者の決

定プロセスを正しく反映している場合にのみ，等号が成り

立つことになる [8], [9]．

ここで，λmax − N は一対比較行列の整合性からのずれ

の大きさを表しており，式 (5)は一対比較行列が意思決定

者の決定プロセスをどの程度良く反映しているかを表す尺

度となる．

C.I. =
λmax − N

N − 1
(5)

これは整合度（consistency index）と呼ばれており，頭

文字をとって C.I.と書かれることが多い．C.I.が大きくな

るほど不整合度は高いことになるが，Saatyは C.I.が 0.1

ないしは 0.15以下であれば，一対比較行列は意思決定者の

意思決定プロセスを正しく反映していると見なしてよいこ

とを経験則に基づき示している．

こう考えると，最大固有値 λmax は正の値をとる必要が

ある．この点に関し，行列の対角要素が対角線を挟んで互

いに逆数の関係にある場合，その行列の最大固有値は必ず

正の値をとることが先行研究において示されている [8]．つ

まり意思決定者によって作成された一対比較行列は，対角

線を挟んだ対角成分が互いに逆数に近い関係にあることが

望ましいことになる．こうした理由により，選択肢どうし

の一対比較評価には，Saaty以来，伝統的に表 1 で示され

るような評価点が使用されてきた [1]．つまり，意思決定

者の意思決定プロセスが一対比較行列に正しく反映されて

いるならば，各評価値と対角線を挟んで反対側の対角要素
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表 1 一対比較行列で使用する評価値

Table 1 Evaluation Value used in the pairwise matrix.

には元の評価値の逆数が入ることを想定した評価が行われ

る．これは，基準となる選択肢と評価対象となる選択肢を

入れ替える前と後とでは，選択肢のペアに対して，逆の満

足度を得ることが想定されるためである．

こうして，選択肢に対する部分効用が行列演算によって，

一対比較行列の固有ベクトルの形で算出されると，次に，

部分効用 zin に対する重み ωi をどのようにして計算する

か，が課題になる．実は，重み ωiについても，属性どうし

の一対比較を行うことで容易に求めることが可能である．

ここでは，基準となる属性項目 iに対して，評価対象とな

る属性項目 j が選択肢に対する効用を決定するうえでどの

程度重要であるか，を意思決定者に評価してもらう方法に

よりデータを収集する．そのうえで，選択肢に対する効用

を算出した場合と同様の方法により，一対比較行列に対す

る固有値と固有ベクトルを算出することで得られる最大固

有値に対する固有ベクトルが，各属性項目に対する重要度

を表すことになる．この計算過程を式 (6)に示す．

基準となる属性項目
評
価
対
象
と
な
る
属
性
項
目

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

ω1

ω1
,
ω1

ω2
, · · · , ω1

ωi
, · · · , ω1

ωI
...
ωj

ω1
,
ωj

ω2
, · · · , ωj

ωi
, · · · , ωj

ωI
...
ωI

ω1
,
ωI

ω2
, · · · , ωI

ωi
, · · · , ωI

ωI

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

ω1

...

ωi

...

ωI

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

= λ

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

ω1

...

ωi

...

ωI

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(6)

こうして算出された属性項目に対する重要度を重みとし

て，部分効用の重み付け線型和を計算することにより，意

思決定者が各選択肢に対して持つ全体効用を算出すること

が可能になる．これらの結果から，分析で使用する属性の

数を I とした場合，I + 1個の一対比較行列を作成し，固

有値，固有ベクトルを計算することで，意思決定者の選択

肢に対する全体効用を測定できることが分かる．

ここまで説明してきたように，Saatyによって提案され

たAHPは，1人の意思決定者の意思決定プロセスをモデル

化するうえで有効な手法であるといえる．ところが，商品

開発や地域開発等，我々の社会における多くの意思決定は

1人の意思決定者によって行われることはほとんどなく，

多くの場合，集団によって行われるのが現状である．こう

した点を考慮した場合，Saatyによって提案されたAHPを

集団に対しても適用できるように，モデルの改善を行う必

要があると考えられる．先行研究を概観すると，AHPを

集団に対して適用する方法として，

1. 集団の中で話し合いをしたうえで集団として 1つの一

対比較行列を作成する方法

2. 意思決定者 1人 1人に一対比較行列を作成してもらい，

評価値の幾何平均をとることで一対比較行列を作成す

る方法

等が考案されてきた [4], [10]．これらの方法は集団全体と

しての選択肢への効用を把握することを容易にするため，

実務において広く利用されてきたという経緯がある．

その後，杉山ら [5]は集団 AHPにおいて，一対比較行列

の評価値を最適化問題に帰着させることで解く方法を提案

している．また，山田ら [6]は杉山らの研究を発展させ，一

対比較行列に不満関数という概念を組み合わせたうえで，

モデルの予測精度向上を目的とした研究を行っている．次

章では，杉山らが提案するモデルの概要を説明する．

3. 杉山モデルの概要

前章で既述したように，杉山ら [5]は集団AHPを最適化

問題に帰着させることで，一対比較行列の評価値を推定す

る方法を提案している．ここで杉山らの提案モデルについ

て説明する．

今，N を意思決定者が選択可能な選択肢の数，λmaxを一

対比較行列の最大固有値とする．このとき，式 (5)で与え

られる指標が一対比較行列の整合度を表していることは，

すでに述べたとおりである．杉山らはこの整合度を目的関

数とし，以下のような制約条件を設定したうえで，目的関

数を最小化するような一対比較行列の評価値を探し出すこ

とで，集団に対する AHPを最適化問題に帰着させる手法

を提案している．

［目的関数］

CI =
λmax − N

N − 1
(7-1)

［制約条件］

I∑
j=1

ajmnzjn = λzin (7-2)

ajmnajnm = 1 (7-3)

zin > 0 (7-4)
I∑

i=1

zin = 1 (7-5)

l̃jmn ≤ ajmn ≤ ũjmn (7-6)

ただし，制約条件式において，

ajmn 意思決定者集団における属性項目 j の視点から見
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た選択肢 nを基準とした場合の選択肢 mに対する評

価値

zin 属性項目 iの視点から見た意思決定者集団における選

択肢 nに対する効用

l̃jmn 意思決定者集団における属性項目 j の視点から見た

選択肢 nを基準とした場合の選択肢 mに対する効用

のとりうる値の最小値

ũjmn 意思決定者集団における属性項目 jの視点から見た

選択肢 nを基準とした場合の選択肢 mに対する効用

のとりうる値の最小値

である．

杉山らの提案する手法は，これらの制約条件の下で，集

団 AHPを最適化問題に帰着させ，目的関数を最小化する

ような評価値を推定している点で，Saatyらが提案する手

法と比較し柔軟性があると考えられる．一方で，杉山らの

モデルには目的関数を最小化する過程で局所最適解に解が

収束する危険性が指摘されており，一対比較行列の推定を

行った結果，評価値に大きなばらつきが生じ，解が不安定

になる可能性がある [6]．そこで，本研究では，杉山らの提

案手法を基礎とし，集団 AHPにおける一対比較行列の要

素を推定する方法の改善提案を行うことを試みる．

4. 本研究における提案モデル

3章で既述したように，杉山らが提案するモデルを用い

て一対比較行列の評価値を推定すると，解が一意に定まら

ず，推定結果に大きなばらつきが生じることが先行研究に

おいて問題点として指摘されてきた．こうしたばらつきが

発生する原因として，

1. 杉山らのモデルでは一対比較行列の評価値がとりうる

値の上下限値のみを制約条件としており評価値そのも

のの分布がモデル内で考慮されていない，

2. 一対比較行列ごとの整合度を目的関数としたモデルを

構築しており，意思決定者の最終的な選択結果と一対

比較行列の整合度がモデル内で結びついていない，

といった点が理由として考えられる．

そこで本稿ではこうした先行研究モデルにおける問題点

を改善するためのモデルの改善提案を行う．

集団 AHPを考えた場合，一対比較行列が満たすべき究

極的な条件は，一対比較行列から算出される選択肢に対す

る選択確率が，実際の集団における選択確率と一致してい

ることではなかろうか．本研究では一対比較行列から算出

される選択肢に対する選択確率が実際の選択肢に対する選

択確率と一致するように評価値を決定するアルゴリズムを

提案することにする．

本研究において提案する集団 AHPのアルゴリズムは以

下のとおりである．

【STEP 1】解決すべき課題の設定

集団 AHPを利用して解決すべき課題を設定する．その

うえで，分析対象となる選択肢，ならびに，属性項目を決

定する．

【STEP 2】調査票の作成ならびにデータの収集

【STEP 1】で決定した選択肢，ならびに，属性項目を用

いて一対比較行列を作成する．そして，意思決定者に一対

比較行列を提示し，選択肢どうし，ならびに，属性項目ど

うしの一対比較を行ってもらうことで調査データを収集す

る．ただし，一対比較行列の評価は表 1 で示した 9段階の

評価値を使用する．ここで作成された一対比較行列をAik

(i = 1, 2, . . . , I，k = 1, 2, . . . , K)とし，式 (8)のように記

述することとする．ただし，iは属性項目番号，kは意思決

定者番号である．

Aik =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

aik11, aik12, · · · , aik1n, · · · , aik1N

...

aikm1, aikm2, · · · , aikmn, · · · , aikmN

...

aikN1, aikN2, · · · , aikNn, · · · , aikNN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(8)

同様に，属性項目どうしの一対比較により得られた行列

をBk とし，式 (9)のように記述する．ただし，iおよび j

は属性項目番号である．

Bk =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

bk11, bk12, · · · , bk1i, · · · , bk1I

...

bkj1, bkj2, · · · , bkji, · · · , bkjI

...

bkI1, bkI2, · · · , bkIi, · · · , bkII

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(9)

【STEP 3】選択肢に対する選択確率

意思決定者に選択肢群を提示し，実際に選択行動を起こ

すとした場合，どの選択肢を選択するか，を調査する．こ

の結果を基に，それぞれの選択肢に対する集団の選択確率

を式 (10)を基に計算する．

p′n =
dn

N∑
n=1

dn

(10)

ただし，

n 選択肢番号（n = 1, 2, . . . , N）

dn すべての意思決定者のうち選択肢 nを選択した人数

である．

【STEP 4】一対比較行列における評価値の推定

ここで，属性項目 iの視点から評価した集団における選

択肢どうしの一対比較行列を Xi，属性項目どうしの一対

比較行列をWと書くことにする．ただし，Xi とWは意

思決定者の集団全体に共通の評価値からなる行列であり，

集団全体で 1つだけ作成されるものとする．

ここで，Xi の評価値 ximn ならびにWの評価値 wij を

以下の手順に従い推定する．
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今，ximn ならびに wij の初期値を一様乱数により決定

する．次に，一対比較行列 Xi に関する固有ベクトル Zi，

およびW に関する固有ベクトル ω を計算する．そのう

えで，固有ベクトル Zi を横に並べて行列 Zを作成すると

式 (11)のような行列が得られる．

Z =

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

z11 · · · zi1 · · · zI1

...
...

z1n · · · zin · · · zIn

...
...

z1N · · · ziN · · · zIN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(11)

また，属性項目どうしの一対比較行列Wから固有ベク

トル ωを算出すると式 (12)のようになる．

ω = [ω1 · · · ωi · · · ωI ]T (12)

さらに，行列 Zと固有ベクトル ω を掛け合わせ，選択

肢 nに対する集団の効用 un を算出する．
⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

u1

...

un

...

uN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

=

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

z11 · · · zi1 · · · zI1

...
...

z1n · · · zin · · · zIn

...
...

z1N · · · ziN · · · zIN

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

⎡
⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎢⎣

ω1

...

ωi

...

ωI

⎤
⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎥⎦

(13)

ここで選択肢 nに対する集団の選択確率を計算すると

式 (14)のようになる．

pn =
un

N∑
n=1

un

(14)

ただし，

n 選択肢番号（n = 1, 2, . . . ., N）

un AHPから算出される選択肢 nに対する効用

である．

ここで算出された選択肢に対する予想選択確率 pn と

【STEP 3】で算出された実際の選択確率 p′nの差分をとり，

式 (15)に基づき，差分の合計 difp を計算する．

difp =
N∑

n=1

(p′n − pn)2 (15)

式 (15)において difp がゼロに近ければ近いほど，予想

選択確率 pnは実際の選択確率 p′nに近い値であることを意

味している．ここで，difp が ε以下であれば予想選択確率

と実際の選択確率との間には差異がないと見なし，一様乱

数により作られた一対比較行列を最終候補として残すこと

にする．すなわち，差分の合計 difp が

difp < ε (16)

を満たすとき，一様乱数により作られた一対比較行列は実

際の意思決定者の意思決定プロセスをよく反映していると

見なす．本研究では式 (15)を目的関数とし，式 (16)を満

たすようなXiの評価値 ximnならびにWの評価値 wij を

最適化問題を解く方法で決定することにする．

【STEP 5】整合度評価

【STEP 4】で得られた一対比較行列の整合度を算出する．

整合度の算出には式 (5)を使用し，先行研究に基づき，す

べての一対比較行列の整合度が 0.15未満の場合にのみ，一

対比較行列のセットを最終候補として残すことにする．

【STEP 6】繰返し計算

【STEP 4】と【STEP 5】の計算を多数回実施し，最終

候補となる一対比較行列の組合せを逐次記録してゆく．

【STEP 7】実際の評価値との差分の計算

AHP階層モデルから算出される効用が実際の選択結果

と一致し，なおかつ，整合度が十分に小さな値をとる一対

比較行列を求めたとしても，これらの条件を満たす評価値

の組合せが複数存在する可能性がある．そこで，次に，最

終候補として残された集団における一対比較行列につい

て，実際に個々の意思決定者が行った評価結果と乱数発生

により与えられた評価値の差分 difall を式 (17)に基づき計

算する．

difall =
I∑

i=1

K∑
k=1

M∑
m=1

N∑
n=1

(aikmn − ximn)2

+
K∑

k=1

I∑
i=1

J∑
j=1

(bkij − wij)2 (17)

そのうえで，これらの差分の合計が最も小さくなる一対

比較行列を集団における最終的な一対比較行列と見なす．

5. 提案手法の実データへの適用

本章では，4章において提案したアルゴリズムを実デー

タに適用することにより，提案モデルの妥当性を検証する

ことを試みる．

【STEP 1】解決すべき課題の設定

東日本大震災以降，被災地における復興に向けた取り組

みの 1つとして，復興商品の開発があげられる．本研究で

は，「仙台駄菓子」を用いた復興商品開発プロジェクトに

おいて，消費者が高い満足を感じる商品パッケージを集団

AHPを用いてデザインした結果を報告する．

【STEP 2】調査票の作成ならびにデータの収集

実験に使用した商品パッケージのデザインは 4 種類あ

る．これら 4種類の「仙台駄菓子」のパッケージを本研究

において選択肢として使用する．また，商品パッケージが

持つ属性項目として，本研究では「書体の美しさ」「色合

いの良さ」「文字の力強さ」の 3つを使用した．本研究に

おける実験使用した AHP階層モデルは図 1 のとおりであ

る．また，実験の概要を以下に示す．
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［実験概要］

実験実施時期 2012年 10月

被験者 宮城県内居住者 96名

実験方法 被験者に対し質問紙を提示したうえで，

質問紙に対し評価値を記入させる方法に

よりデータを収集

【STEP 3】実際の選択結果に関する集計

ここで，各選択肢を実際に選択した回答者数を構成比率

とともにまとめた結果を表 2 に示す．

図 1 検証実験で使用した AHP 階層

Fig. 1 AHP model used in the verification experiment.

表 2 各選択肢を実際に選択した回答者数と構成比率

Table 2 Number of decision makers and percentage.

表 3 提案モデルから算出された固有ベクトル

Table 3 Eigen vector calculated by our model.

表 4 選択肢に対する最終的な効用と選択確率

Table 4 Final utility and choice probability for each alterna-

tives.

【STEP 4】【STEP 5】【STEP 6】一対比較行列におけ

る評価値の推定

次に，4章で示した方法に従い，最適化問題を解く方法

により一対比較行列の評価値を決定する作業を繰り返し実

施した．ただし，本研究では繰返し計算を 10,000回実施

している．そのうえで，最終候補となった一対比較行列の

中から，実際の意思決定者集団の評価結果に最も近いもの

を最終的な一対比較行列として採用することにした．ただ

し，式 (16)における εとして本研究では 1× 10−10 を使用

している．また，最適化問題の解法には Newton法を使用

した．

【STEP 7】実際の評価値との差分の計算

最後に，最終候補として残された一対比較行列について，

実際に個々の意思決定者が行った評価結果と乱数発生によ

り与えられた評価値の差分 difall を式 (17)に基づき計算す

る．そのうえで，これらの差分の合計が最も小さくなる一

対比較行列を一対比較行列の最終候補として採用する．本

章における実験で採用された一対比較行列から算出された

固有ベクトルを表 3 に，また，固有ベクトルから算出され

た選択肢に対する効用，ならびに，選択確率を表 4 にまと

めて示す．

分析結果を基に各選択肢に対する最終的な効用，および，

選択確率を算出した結果，すべての選択肢について，表 2

に示す実際の意思決定者の集団の選択確率と完全に一致し

ていることが確認できる．

6. 先行研究モデルとの比較

ここで，本研究における比較対象モデルとして，杉山ら

のモデルに基づき，最適化問題に帰着させる形で一対比較

行列の評価値を推定した結果を示す．本研究におけるアン

ケート調査では，すべての質問項目について，一対比較行

列における評価値の最大値は 9，最小値は 1/9であった．

そこで，比較対象モデルでは，評価値のとりうる値の最大

値をすべて 9に，また，最小値をすべて 1/9に設定したう

えで，評価値の推定を行った．杉山らの提案モデルに基づ

き固有ベクトルを算出した結果を表 5 に，また，4つの選

択肢すべてについて，最終的な効用を算出した結果を表 6

に示す．

表 5 杉山らのモデルを用いて算出された固有ベクトル

Table 5 Eigen vector calculated by comparison model.
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表 6 杉山らのモデルを用いて算出された各選択肢に対する最終的

な効用

Table 6 Utility and choice probability calculated by compari-

son model.

比較対象モデルを用いて，各選択肢に対する効用を算出

したところ，選択肢 4© に対する効用が最も大きくなると

いう結論が得られたものの，各選択肢に対する選択確率は

実際の選択結果とはかけ離れていることが分かる．これら

の分析結果から，杉山らの提案するモデルと比較して本研

究における提案モデルは，消費者の意思決定プロセスをモ

デル化するうえで有効であることが確認された．

7. 考察と今後の展望

本稿では集団に対する AHPを用いた意思決定モデル構

築法に関する研究を行った結果を報告した．先行研究を概

観すると，Saatyの提案以降，AHPは個人の意思決定プロ

セスをモデル化する場面を中心に研究が行われてきた．一

方で，集団に対する意思決定プロセスをモデル化した研究

はこれまでのところほとんど報告されていなかったのが現

状である．AHPを集団の意思決定に応用した数少ない先

行研究の 1つとして，最適化問題に帰着させる方法で集団

AHPをモデル化した杉山らの研究があげられる．ところ

が，杉山らが提案するモデルには一対比較行列の評価値が

一意に定まらないという問題があることが先行研究におい

て指摘されていた．そこで，本研究では杉山らの提案モデ

ルを基礎として，AHPを集団的意思決定に応用すること

を目的とした研究を実施した．

本研究における提案モデルの新規性として，一対比較行

列から算出される選択肢に対する選択確率が実際の選択確

率と一致するように評価値を決定し，また，個々の意思決

定者による評価値とモデルが算出する集団における評価値

の差分が最小になるような評価値の組合せを選択した点に

新規性がある．

実際に，提案手法を東日本大震災における復興商品の開

発に適用した結果，本研究における提案モデルは，杉山ら

のモデルと比較しても実際の消費者の選択肢に対する選択

結果を非常に高い精度で予測しており，集団の意思決定プ

ロセスを，AHPを用いてモデル化するうえで有効である

ことが示された．

本研究ではモデル構築用データ（in-sample-data）のみ

を用いた検証実験を行っている．この点に関して，構築さ

れたモデルや提案手法の妥当性を評価する際には，検証用

データ（out-of-sample-data）を用いたクロスバリデーショ

ンが行われることが多い．今回の実験ではクロスバリデー

ションまでは行えなかったので，提案手法の妥当性評価を

今後の課題としたい．

本研究により得られた知見が AHPに関する研究を行っ

ている方々の研究の一助となれば幸いである．

謝辞 本稿を執筆するにあたり，匿名で貴重なご意見を

いただきました査読者の先生方にこの場をお借りして，心
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